
30,448,166
36,368,941
76,362,500

7,626,000
1,240,140

75,366
2,554,706

141,296
2,060,697
2,299,605
26,589,326
1,050,283
2,183,664
11,602,800
1,138,500
2,641,980

70,600
23,343,786
48,000,000

【営    業   利　　益】

52,829
500

【経   常    利　　益】
【税 引 前 当 期 純 利 益】
【法人税・住民税及び事業税】
【当  期  純  利　益】
【繰越利益剰余金期首残高】
【繰越利益剰余金期末残高】

      不動産賃貸料収入

  損  益  計  算  書

自  令和４年４月１日   至  令和５年３月３１日

学校法人 福岡大学 収益事業会計部門 (単位：円）

 【営   業   収   益】
    売     上     高
      受取手数料収入

      施設貸付料収入 143,179,607
【販売費及び一般管理費】
    人    件    費
    支 払 手 数 料
    通    信    費
    電    力    費
    水 道 光 熱 費
    消  耗  品  費
    修    繕    費
    租  税  公  課
    損 害 保 険 料
    賃    借    料
    業 務 委 託 料
    清    掃    費
    保　　全    費

10,614,187

    雑          費
    減 価 償 却 費 
　　学校会計繰入支出 132,618,749

10,560,858
【営   業  外  収  益】
    受  取  利  息
    雑　　収　　入 53,329

10,614,187
3,498,944
7,115,243

33,886,723
41,001,966



    （単位：円）

( 381,027,718 ) （ 19,024,245 ）

377,776,857 前  受  金 5,492,860

3,444 未  払  金 342,739

628,392 未払法人税等 3,012,096

2,619,025 未払消費税等 10,176,550

( 466,287,487 ) （ 0 ）

( 466,124,312 )

43,725,167 ( 19,024,245 ）

411,669,587 （ 828,290,960 ）

10,441,940 787,288,994

287,618   利 益 剰 余 金 41,001,966

( 163,175 )

163,175 純資産の部合計 828,290,960

847,315,205 847,315,205資産の部合計  負債及び純資産の部合計 

建        物 純　　資    産

構   築   物      大学会計より元入金

器具及び備品

   無形固定資産

現 金  預 金

立　 替　 金

　   施 設 利 用 権

   固  定  負  債

  有形固定資産

土        地 負債の部合計

前　 払　 金

未　 収 　金

固   定   資   産

科           目 金       額

流   動   資   産

科          目 金       額

   流  動  負  債

貸    借    対    照    表
令和　５年  ３月３１日  現在

学校法人  福岡大学  収益事業会計部門

資   産   の   部 負  債  及  び  純　資　産  の  部



(注記事項)

重要な会計方針

　１　有形固定資産の減価償却の方法    平成１９年３月３１日以前に取得したもの　　旧定額法

    　　　　　　　　　　　　　　      平成１９年４月１日以降に取得したもの　　　　定額法

　２　無形固定資産の減価償却の方法　　定額法

　
　４　消費税の会計処理方法　　        税込方式

貸借対照表関係

　１　有形固定資産の減価償却累計額     647,016,236円

収益認識に関する注記

　「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　３　収益及び費用の計上基準

　      受取手数料収入は、主に、学生及び教職員への福利厚生並びにサービスを目的として行う自動販
　　　売機の設置及び物品販売に係る顧客との契約に基づき、当該販売に応じて契約時に定めた割合の手
　　　数料の入金時点で収益を認識しております。
        なお、不動産賃貸料収入及び施設貸付料収入については、貸手のリースに含めており、リース取
　　　引として処理しております。


